
13 農山漁村地域整備交付金（公共）
【 】１３２，１５５（１１２，８２８）百万円

対策のポイント
地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村の防災・減

災対策を支援します。

＜背景／課題＞

生産・地域の特色を生かした地域活性化を図るためには、地域の創意・工夫によって、

を進めることが重要です。現場の強化につながる農林水産業の基盤整備

・また、農山漁村地域において、地震・津波対策はもとより、集中豪雨等の頻発化・激

甚化に対応するためには、 することが必要です。防災・減災対策を推進

・このため、都道府県の裁量により事業を実施することが可能な交付金を措置すること

により、 します。強い農林水産業のための基盤づくりを推進

政策目標
○基盤整備実施地区の対象農地の耕地利用率108％以上（平成27年度）

○二酸化炭素の森林吸収量3.5％の確保等に必要な路網の整備

○海岸堤防等の整備率 66％（平成28年度）

＜主な内容＞

１．都道府県又は市町村は、農山漁村地域整備の目標等を記載した農山漁村地域整備計

画を策定し、これに基づき事業を実施します。

農山漁村地域の生産２．農業農村、森林、水産の各分野において、以下の整備のうち、

を推進する事業を選択現場の強化や防災力の向上につながる農林水産業の基盤づくり

することができます。

また、これと一体となって事業効果を高めるために必要な効果促進事業を実施する

ことができます。

農業農村分野：農用地整備、農業用用排水施設整備等

森 林 分 野：予防治山、路網整備等

水 産 分 野：漁港漁場整備、海岸保全施設整備等

３．国から都道府県に交付金を交付し、 でき都道府県は自らの裁量により地区毎に配分

ます。また、 です。都道府県の裁量で地区間の融通が可能

（水産分野の一部事業については、市町村への直接交付も可能 ）。

※( )内に記載する25年度予算額は、東日本大震災復興特別会計への繰入れ分（津波

対策617百万円）を含む。

お問い合わせ先：

農業農村分野に関すること 農村振興局農村整備官 (03-6744-2200)

森林分野に関すること 林野庁計画課 (03-3501-3842)

水産分野に関すること 水産庁防災漁村課 (03-3502-5304)

［平成26年度予算概算要求の概要］



「農山漁村地域整備計画」を策定して実施

地域の創意工夫を活かした農山漁村地域の総合的な整備の実施

農村 漁村山村

農村振興局

同一都道府県・市町村内

農業農村分野 森林分野

林野庁

水産分野

水産庁

排水不良のため水田転作に
よる麦・大豆の作付けが困難

農業農村分野＋森林分野＋水産分野＋効果促進

地域の自主性に基づき、
農・林・水にまたがる広範かつ
多様な事業を自由に実施
（関係事務の一本化・統一化）

農山漁村地域整備と一体となって、

事業効果を高めるために必要な

効果促進事業の実施が可能

都道府県の裁量による弾力的

かつ機動的な運用が可能

（農・林・水横断的な予算融通が可能）

交付金の仕組み

自治体は計画・進捗状況・事後

評価を公表

（客観性・透明性の確保）

農山漁村

路網整備の遅れにより間伐
材の効率的な搬出が困難

農山漁村地域整備交付金

○ 農山漁村地域の活性化を図るため、農林水産業の基盤整備を進めるとともに、地震・津波や集中豪雨等の頻発化・激甚化に
対応した防災・減災対策を推進することが重要。

○ 都道府県の裁量により、生産現場の強化や防災力の向上につながる強い農林水産業のための基盤づくりを推進。

【森林基盤整備】

【農業農村整備】

【海岸保全施設整備】

高潮の発生による越波被害

【水産基盤整備】

漁港施設の老朽化による施設
損壊の危険性
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